
1.特定事業用宅地等 

 小規模宅地等の評価減の特例の対象となる宅地等の

うち「特定事業用宅地等」とは、被相続人等の事業（不

動産貸付業等を除く。以下同じ。）の用に供されていた

宅地等で、相続又は遺贈によりその宅地等を取得した

親族がその事業を引き継ぎ、申告期限まで引き続き保

有し、事業を継続していた場合が該当します。 
では、相続税の申告期限までの間に転業した場合は

どうなるでしょうか。 

2.被相続人の事業の用に供されていた宅地の場合 

＜ケース 1＞被相続人甲が相続開始前の 15 年間にわ

たって飲食業を営んでいた宅地を相続人Aが相続し事

業を引き継ぎましたが、相続税の申告期限前に飲食業

を全部廃業して小売業に転業しました。 
被相続人の事業の用に供されていた宅地等である場

合の特定事業用宅地等の要件は、宅地等を相続又は遺

贈で取得した親族が、①相続開始時から相続税の申告

期限までの間にその宅地等の上で営まれていた「被相

続人の事業」を引き継ぎ、かつ、相続税の申告期限ま

で引き続き「その事業」を営んでいること、②相続税

の申告期限まで引き続きその宅地等を有していること、

です。  
＜ケース 1＞では甲の営んでいた事業（飲食業）は

継続されておらず①の要件を満たさないので、特定事

業用宅地等には該当しません。 

3.生計一親族の事業の用に供されていた宅地の場合 

＜ケース 2＞被相続人甲の所有する宅地で、甲と生計

を一にする相続人 B が相続開始前の 15 年間にわたっ

て飲食業を営んでいました。この宅地を B が相続しま

したが、相続税の申告期限前に飲食業を全部廃業して

小売業に転業しました。 
被相続人と生計を一にしていた親族の事業の用に供

されていた宅地等である場合の特定事業用宅地等の要

件は、宅地等を相続又は遺贈で取得したその親族が、

①相続開始前から相続税の申告期限まで引き続きその

宅地等を「自己の事業」の用に供していること、②相

続税の申告期限まで引き続きその宅地等を有している

こと、です。 
＜ケース 2＞では生計一親族であるＢは、甲の生前

中から営んでいた事業（飲食業）は廃業しましたが、

その後自己の新たな事業として小売業を営んでいます。

「自己の事業」の用に供している、という上記①の要

件（及び②の要件）は転業後も満たしているので特定

事業用宅地等に該当します。 

4.「事業継続要件」 

＜ケース 1＞のように被相続人が事業を営んでいた

宅地等の場合は、被相続人の事業を全部廃業又は全部

転業してしまうと「被相続人の事業」を引き続き営ん

でいないことから特定事業用宅地等に該当しないこと

になります。なお、被相続人が営んでいた複数の事業

のうちの一部の事業を廃業した場合であれば、廃業し

なかった事業に係る敷地部分については特定事業用宅

地等に該当します。また、転業が事業の一部であり、

被相続人の事業と転業後の事業の双方を相続税の申告

期限まで営んでいる場合には転業部分に係る敷地を含

めて全体を特定事業用宅地等と扱います。 
一方、＜ケース 2＞のように被相続人と生計を一に

する親族が事業を営んでいた宅地等の場合は、申告期

限まで引き続きその親族の「自己の事業」の用に供し

ていればよく、相続開始前に行なっていた事業と同一

の事業であることは要件とされていません。 

5.不動産貸付業に転業した場合 

ただし、転業後の「事業」に不動産貸付業等は含ま

れません。飲食業を営んでいた生計一親族が相続税の

申告期限までの間に店をやめ、そこを貸店舗としてテ

ナントに賃貸した場合は、その不動産貸付業に該当す

る部分については事業継続要件を満たさなくなり、特

定事業用宅地等に該当しないことになります。 
〇飲食業➡小売業 事業継続要件を満たす 
×飲食業➡不動産貸付業 事業継続要件を満たさない 
 同様に、被相続人の事業の用に供されていた宅地等

の場合における事業の一部転業が不動産貸付業への転

業であった場合にはその部分については特定事業用宅

地等に該当しません。 
この不動産貸付業に係る部分については、被相続人

が相続開始前に営んでいた不動産貸付業をその親族が

引き継いだものではないので、貸付事業用宅地等とし

て小規模宅地等の評価減の適用が受けられることにな

るわけでもありません。 
（租税特別措置法 69 条の 4 第 3 項 1 号、4 号、租税

特別措置法通達 69 の 4-16）   （担当：廣瀬理佐） 
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